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総合政策学ワークショップの論点要約（3）：

当事者支援による問題解決の仕組みづくり

古城隆雄・石井大一朗・中島民恵子・伴英美子

【概要】

　セッション 3「総合政策学＝当事者支援による問題解決の仕組みづくり」では、はじめに大江守之

（慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科）が総合政策学や中間支援のあり方について意見を述べ、

それに呼応する形で向谷地生良（北海道医療大学）、園田眞理子（明治大学）、平高史也（慶應義塾大

学大学院 政策・メディア研究科）がそれぞれの経験から見解を述べた。その後は、当事者同士の問

題解決の方法や大学を中心とする研究者の中間支援のあり方といった具体的な問題について、フリー

スタイルでディスカッションが行われた。本稿の最後の部分では、セッションで議論された主要な論

点をまとめるとともに、その内容を発展させるために今後取り組むべき課題について考察を行った。

キーワード：総合政策学、当事者支援、問題解決、アブダクティブアプローチ
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はじめに

 2006年 2月４日、慶應義塾大学三田キャンパスにおいて、慶應義塾大学 21世紀 COEプログラ

ムのワークショップ「総合政策学－実践知の学問」が開催された。このワークショップは、慶應義塾

大学大学院政策・メディア研究科が主導している 21世紀 COEプログラム「日本・アジアにおける

総合政策学先導拠点―ヒューマンセキュリティの基盤的研究を通じて」の研究活動の一環として開催

されたものである。ワークショップでは、「実践知の学問の確立」、「フィールドにおけるヒューマン

セキュリティの実践」、「総合政策学＝当事者支援による問題解決の仕組みづくり」の三つのセッショ

ンと若手研究者のポスターセッションが順次行われた。

 本稿は、ワークショップの中のセッション 3「総合政策学＝当事者支援による問題解決の仕組み

づくり」における議論を取りまとめたものである。司会、スピーカー及びコメンテーターの所属は、

下記の通りである。

司会者  ：平高 史也　慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科 教授

スピーカー ：大江 守之　慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科 教授 

コメンテーター ：向谷地 生良 北海道医療大学看護福祉学部臨床福祉学科 助教授 

  　園田 眞理子 明治大学理工学部建築学科 助教授

　セッションでは、はじめに大江が総合政策学や中間支援のあり方について意見を述べ、それに呼応

する形で向谷地、園田、平高がそれぞれの経験から見解を述べた。その後は、当事者同士の問題解決

の方法や大学を中心とする研究者の中間支援のあり方といった具体的な問題について、フリースタイ

ルでディスカッションが行われた。本稿では、セッションの流れに沿って、各論者の発言内容をまと

めた。なお、発言内容をまとめるにあたっては、敬称を省略した。

1　スピーカーによる報告とコメンテーターによるコメント

1－ 1　大江守之報告

（1）総合政策学とヒューマンセキュリティの関係

　大江は、冒頭、次のように総合政策学を位置づけた。1．政治的・行政的解決、市場的解決が十分

に届かないが、社会的な解決が必要な課題に対して　2．多様な主体の協働による解決の仕組みを提

案し、3．実証実験や先駆的事例への関与を通して、その仕組みの有効性や改善点を明らかにし、4．

必要に応じて行政機構、市場機構の関与を働きかけ、その仕組みの普及・移転の途を拓く、この一連

の方法論開発と実践による社会貢献を目指すものが総合政策学である。ここで「仕組み」という用語

を使用しているのは、既存概念である公共政策との混乱を避けるためである。

　また、ヒューマンセキュリティは、生存、生活、尊厳、安全等を脅かされている当事者を中心に、

問題発見の視点や問題解決のための資源をコミュニティ（地域・テーマ）に求め、協働的支援による
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問題解決を目指す目標概念である。

（2）大江研究グループの取り組みの紹介

　どのように総合政策学的な研究を進めてきたのかについては、自身の研究グループが行っている

「少子高齢社会における安定居住支援システム」を例に具体的に説明した。研究プロジェクトは、「高

齢者の居住構造変化の分析・予測」、「高齢者の自立を支える居住の仕組み」、「高齢者の包括地域支援

システム」の大きく三つに分かれている。そして個々の研究が、課題の明確化、協働的解決の仕組み

の提案、実証実験・事例への関与、仕組みの普及・移転のどの部分に力点を置いているかを解説した。

最初の「高齢者の居住構造変化の分析・予測」に関する研究では、課題の明確化に力点をおいており、

後者二つの研究に関しては「仕組みの提案」「実験・関与」に至る部分まで深く関わっている。成果

に関しては、課題設定の部分までは形にしやすいが、仕組みの提案・実験に関しては形にしにくいた

め、今後明確にしたい。

（3）当事者支援のあり方―施設モデルとコミュニティモデル

　次に、当事者が問題解決能力を自ら発揮する当事者支援について、大江自身が（総合政策学的

な、あるいはヒューマンセキュリティにおける）研究を進めるにあたって追究してきた課題を説明し

た。当事者の定義には、中西・上野（2003）の『当事者とは「問題をかかえた人々」と同義ではな

い。私の現在の状態を、こうあってほしい状態に対する不足ととらえて、そうではない新しい現実を

つくりだそうとする構想力を持ったときに、はじめてニーズとは何かがわかり、人は当事者となる』

がある。また、当事者支援のモデルには、施設モデルとコミュニティモデルの二つがある。施設モデ

ル（図 1）は、障害者支援を念頭におくとケアの分野に関するモデルであると言える。施設モデルでは、

当事者はサービス支援者からそれぞれに支援を受け、生活をしていた。しかし、個別に支援を受ける

ために当事者同士のつながりが持てないということが、当事者支援の一般的な問題であった。この当

事者同士のつながりが持てないという問題以外に、施設の全体を統括している運営主体に外部からの

支援が行われるため、地域に問題が開かれていないということがある。

　一方のコミュニティモデル（図 2）では、当事者同士が助け合う、支え合うという関係をどう作り

出すかということが重要になる。その際には、個々の当事者を支援するのではなく、当事者自身が人

の役に立てるということを通じて自分の存在価値を見出し、それに基づいて自発的な活動を開始して

いくような支援のあり方が望ましい。

（4）大学・研究者の支援のあり方

　さらに、当事者支援を行う時の大学及び研究者の支援のあり方については、運営主体の中に入って

いく形態と、図 2の三日月の部分にあたる中間支援の場そのものを創っていく形態の二つがあると

指摘した。大学および研究者は、現場から仮説を取り出し、理論化し、また現場に返して理論を再修

正するという継続的な取り組み（アブダクティブ･アプローチ）を通じて、最終的に当事者が自らの

問題解決能力を養っていくことに寄与するべきである。
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図 1　施設モデル

図 2　コミュニティモデル

（5）精神障害者の中間的雇用に関する研究事例

　次に、精神障害者の中間的雇用に関する大江グループの研究事例（君和田研究：精神障害者の中間

的雇用に関する提案モデル）を紹介しながら、当事者支援のあり方の中で重要な位置を占める中間組

織と当事者研究のあり方に関して議論を展開した。従来は、自立可能な身体障害者に対する一般的な
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就労支援を促進する雇用政策と十分な支援が必要な精神障害者に対する福祉的就労を提供する精神

保健福祉政策の二つしか行われてこなかった。しかし、平成 17年の障害者雇用促進法の改正により、

精神障害者に対する雇用対策の強化が進められ、精神障害者の就労の新しいあり方が問われている。

君和田は、ある程度の支援があれば働ける精神障害者は多いが、今の一般的な就労支援の枠組みでは

それは難しいとした。この君和田の「中間的な支援があれば就労可能という中間的な雇用・就労とい

う部分の重要性に気が付いて、これをどのように支援しているかに着目し、既存の事例を調べて、そ

れをモデル化する」方法は重要であり、総合政策学固有のアブダクティブ・アプローチの形であると

言える。

（6）総合政策学的な当事者支援に関する研究の展開

　最後に総合政策学的な当事者支援に関する研究の展開として、①制度を前提としてそのパフォーマ

ンスを追及する研究、②現場での様々な試みを通して制度の改善に結びつける研究、③制度の枠組み

を超えて、当事者の自立という本来の目的を達成するための活動に関する研究の三つがあると結んだ。

1 － 2　向谷地生良コメント

（1）ソーシャルワークと総合政策学の共通点

　向谷地は、総合政策学が果たす役割とソーシャルワークが果たす役割は非常に近いと述べた。精神

障害、統合失調症等を抱えた者たちが、持てる力を社会の中で生かし、地域の中で一人の町民・市民

として正当な立場や役割を得られる機会をいかに作っていくかが重要である。また、そのためのサー

ビスの不足や格差がある場合に、それらをいかに解消していくか、具体的なソーシャルチェンジを目

指した一つのアクション（実践）がソーシャルワークであると考えれば、総合政策学の考え方は非常

に近く興味深い。

　その実践の前提として、彼らが市民としての対等な権利や役割を取り戻していく「復権」を考えた

時に、彼らを最も有意な生活情報を持った当事者であり、一人の市民であるという立場をとってきた。

向谷地がソーシャルワークを担当している浦河の町がある日高は、人口 8万人のうち年間所得が 150

万円以下の者が町民の 55％を占める最も貧しい地域である。そのような地域で精神障害を抱えるこ

とは、地域の中で最も弱い立場になる。当事者はこれまで支援者から見て助ける対象であったが、先

の前提を基盤にすれば生活情報が豊かな彼らから学ぶべきところは多くある。実際に当事者の問題解

決能力を生かした事例がある。それは、脅迫的に救急車を呼んでしまう東京在住の男性（15年間で

300回から 400回救急車に乗った事例）に関する事例である。男性は、これまであらゆる治療を受け

てきたが治らず、薬の量と医療費がかさむばかりの状況にあった。その状況を解決した方法が、「救

急車に乗れ」という幻聴を見たら、「幻聴さん。今日はあまり疲れているので、救急車に乗りたくな

いのでお帰りください」というおまじないをかけなさい」という他の当事者から寄せられた知恵であ

った。この事例から当事者支援を考えると、当事者同士が助け合っていくことは有効であり、当事者

の力を最大限発揮するような形を支援者が意識していくことが、これからの当事者支援には重要にな

ると考えられる。
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（2）総合政策学のアプローチ－協働による問題解決の可能性

　さらに向谷地は、これまで「安全」という側面から一般市民と精神障害を抱えた人々の利害は一致

せず、国家介入のもと多剤多量という方法で社会的管理をしてきた現実を述べた。「病院」は、最も

分かりやすい形で精神障害を抱えた人々の問題を解決する場として、治療が期待されてきたにも関わ

らず、その役割を果たして来ていない。精神科医療の中で、問題解決の方法と実践というものが機能

し得なかった理由は、「解決する側が権威化する」という宿命から逃げられなかった点にある。総合

政策学は従来の単純に問題を解決するというモデルではなく、問題の持っている可能性や意味に着眼

し、誰か一人が権威化せずに協働のもとで問題を解消していく可能性を持っている。特に、中間的な

支援組織が権力を持ち込まない一つの安全装置として働く可能性があり、地域の課題に関して当事者

を交えながら皆で知恵を出し合い、それを普遍化していく一つのプログラムとして定着させる必要が

ある。総合政策学の本質が各種課題を解決していく上での広義の実践と考えるならば、向谷地の領域

ではケアマネジメントがそれにあたり、それぞれの専門職、当事者、家族、一人ひとりが役割を果た

していくことが重要となる。

1 － 3　園田眞理子コメント

（1）建築と総合政策学の共通点

　園田は、建築分野の研究者として日々実践している研究フレームは総合政策学と似ている点がある

と述べた。建築は、実際に手がけると本物の建築ができてしまう宿命を抱えているため実験やシミュ

レーションが難しい。そのため、建築やまち、都市をつくる場合には最初に長期的で耐性力のある問

題を発見した上で、それを踏まえた提案をする必要がある。さらに、それらの提案が 5年や 10年で

陳腐化するようなものでは意味を持たず、提案や構想力が問われる。しかし、それらが必ずしも成功

する訳ではない場合に、その結果を次のプロジェクトに適用していくというスパイラル状に実践を進

めていくという意味で、総合政策学に近い。

（2）実践における三つの問題提起

　大江と向谷地の発表を受けて、1．当事者を誰と捉えるか、2．実践が生みうるリスクのとり方を

どう考えるか、3．中間支援組織としてのテーマ・問題の切り取り方をどう考えるかの三点について

以下のように問題提起した。「1．当事者を誰と捉えるか」については、当事者を先の定義で考える

場合に、大江の示した図において当事者とは必ずしも障害等を持った者だけでなく、施設モデルの中

の運営者がある意味当事者になる可能性もあり、また、フィールドに関わる研究者自身も当事者にな

る可能性がある。その場合に、当事者を誰ととらえるか、また、どのように当事者を切り取るかにつ

いては考える余地がある。「2．実践が生みうるリスクのとり方をどう考えるか」については、社会

的に実践をしていく場合に費用や時間を含めた一種のリスクテイクが発生し、当事者と研究者との関

係性の取り結び方が課題となりうる。実践を通して生まれた状況の変化にどこまでどういう関わり方

をし、そこで発生するリスクの責任の持ち方がどうできるのかについては、難しい問題だ。「3．中

間支援組織としてのテーマ・問題の切り取り方をどう考えるか」については、中間支援組織として無
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数の「今ここで」の中から、どういうテーマを取り上げるか、またその取り上げ方がいかにあるかに

ついて考える必要がある。大学の研究組織などが良識の拠点として、様々な問題を発見、実践し、そ

の中から提案をしていくことを目指す場合に、どこの範囲のどういうテーマにコミット出来るのかと

いうことが問題となる。

1 － 4　平高史也コメント

（1）言語政策における当事者とは

　園田の「当事者を誰と捉えるか」という問題提起を受けて、平高は言語政策における当事者につい

て意見を述べた。日本に在住する外国籍の人々の多くは、日本語を上手く使えないため、コミュニケ

ーションに問題を抱えている。この場合、当事者は外国籍の住民あるいは国籍に関わりなく日本語の

コミュニケーションに不安を抱える者となる。しかし、それ以外の、彼らを取り巻く人々も当事者で

はないかと思われる。

（2）支援とは何か～当事者と支援者の双方向性

　次に、支援とは何かについて、当事者と支援者の双方向性という観点から見解を述べた。

　日本語を使用してのコミュニケーションに問題を抱える人々に対して、さまざまな支援や生活相談

等を行ってきた経験から考えると、当事者は一方的に支援を受けている存在だけではないことがわか

ってきた。当事者を支援する活動を通じて、支援者もさまざまな刺激を受けることができ、場合によ

っては支援を受ける場合もある。つまり、当事者と支援者は双方向の関係にあるということを、特に

支援者は認識する必要がある。実際、平高が関わった事例においても、外国籍の児童を支援する立場

にいた日本人の学生の意識に、異なる者への気づきが出てくる等の変化が見られた。

（3）どのように支援者を育成するか

　最後に平高は支援者の育成の問題について、自身が携わった事例を用いながら説明した。先の例で

は、支援者としては教員が重要な担い手になりうる。しかし、これまでの日本の教員は、日本人の教

員が日本人の生徒に日本語で、日本の事柄を教えていた。これから多国籍の人達が日本の社会、学校

に入ってくるなかで、そのことに対応できる教員をどのように育成していけるかが、今後の重要な課

題である。

2　ディスカッション

　第 3セッションのディスカッションは、ここまでの発表やコメントを基に、前半は当事者支援の

実際の取組み事例である大江グループの研究例について、後半は、当事者支援を実現させる中間支援

や中間支援組織としての大学のあり方について議論を行った。

2 － 1　提案モデルへのコメント（向谷地）

　向谷地は、精神障害者就労支援の新しいあり方に着目した大江グループの研究事例（君和田研究）
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の有効性について、現在の国や自治体による政策の課題や自らが関わる「べてるの家」の取組みに言

及しつつ次のように述べた。

　障害者の就労支援、特に精神障害者の雇用というのは、事業所にとって非常に負担のかかることで

ある。事業所にとってのある種のリスクを抱え込むことのメリットがより明確にならなければ、現在

の就労支援に関するプログラムは抱えにくい。国や自治体などの税優遇をはじめとする飴の部分がさ

らに明確に打ち出され、その結果として、事業所にプラスに働くということが重要である。事業所に

とって、そのようなプログラムを引き受けた者が、企業全体の利益にかなうという、そのような側面

をもっと強調する必要がある。

　精神障害者就労支援における中間的雇用を実現させる支援事業所に関しては、浦河では、有限会社

として支援事業所の取組みが参考になる。その有限会社は、地域の各事業所から様々な仕事を引き受

け、その支援事業者に当事者が雇用されることを通して、それぞれの当事者が自分たちのペースで働

くことを保証している。また、当事者が風邪をひいてその仕事が出来ない時などには、代わりに仕事

を行う当事者も背後に用意されている。このような当事者個人の都合によって、各事業所に迷惑をか

けないという一種のクッションの役割を、支援事業所が行っている。

　精神障害者の持つ特性を理解すると、就労支援の方法として、‘一人一企業’ という考え方と、そ

れを実現させる支援事業所の役割の二つがある。人に使われる、雇われるということが困難な者がい

る。そのような当事者が抱えているある種の生きづらさは、これまでの社会の中にある画一的な基準

に自分を合わせようとする努力や、自分の価値が人や社会の評価によって決められるということに対

する嫌悪感、そして努力してきたことに対する挫折感のようなものまで多くある。それが身体化され

た形で症状が出るという経験を持っている人々には、人に雇われる雇用ではなく、自分が自分を雇用

するというような形が有効である。その雇用を「べてるの家」のような事業所が支援していく取組み

が必要なのではないだろうか。それはさらに言えば、当事者自身がお互いにネットワークしていく協

働的な就労・雇用であり、協同組合にみられるような組合的な就労の仕方である。当事者同士による

就労支援とそれを支援する支援事業所の役割が重要となる。

2 － 2　当事者同士による解決（向谷地）

　向谷地は、当事者同士による解決の有効性を、先に述べた精神障害者の幻聴に関する事例に言及し

つつ次のように述べた。

　なぜ救急車に乗らなくてもよくなったのか、それは話し相手ができたからである。話し相手という

人とのつながりの実感の下に、自分が聞こえてきた声に対して「幻聴さん、お帰りください」と言うと、

幻聴さんが「はい、分かりました」と言う。このような解決の方法は、本からの知識からなどでは決

して実現できるものではなく、当事者同士のつながりが生み出したものであると言える。また、べて

るの家のある例では、統合失調症という病気になり入院した結果、友達が増えたという者がいる。こ

のような言葉は、問題解決という切り口では決して出てこないものであり、当事者同士の関係性にこ

そ解決の糸口がある。これこそが問題解決アプローチのための新しいあり方を示すものなのではない

か。
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2 － 3　当事者支援の仕組み作りと中間支援組織としての大学の在り方（大江）

　大江は中間支援の実現する形態について、行政と市民とのパートナーシップにおける課題に言及し

ながら説明した。現在の行政と市民とのパートナーシップにおいては、行政職員の、現場に出て現場

感覚で市民と取り結ぶことへの理解が進んでいない。この理解が進まない限り継続的なパートナーシ

ップは実現しない。一方で、いかに有力な中間支援 NPOであっても、行政は特定の団体とだけ関係

を持つこともできない。つまり、中間支援のあり方としてフラットな関係性のイーブンな場をうまく

作る必要がある。大学はその機能を担うのに適した組織である。また、そのような場が実現すると、

市民・行政・専門家・大学の教員や若手研究者が参加する研究の展開が可能である。それは、研究の

成果を活動にフィードバックするという総合政策の実践にふさわしい場になるであろう。

2 － 4　継続的な中間支援を行うために（大江）

　大江は、中間支援の運営面における課題を指摘した。一つは中間支援組織を財政的に維持するこ

とである。個々の NPOから会費を取り、組合的に事業者団体のように活動するということもあるが、

それはなかなか長続きしない状況がある。もう一つは地域に緩やかなネットワークを広く張ることで

ある。事業をうまく展開している NPOでは、地域に緩やかなネットワークを持っているため、人員

や機能が欠けた場合でも代替の人員や機能が速やかに補填されやすい。仮説の段階であるが、中間支

援を行う場合、組織として運営する他に、薄い緩やかなネットワークを基盤とする形態もあり得る。

現場に出向くと様々な仮説が浮上し、それを何度も繰り返すことを通じて形になるものを取り出し、

次のテーマにつなぐ、という取り組みを行っている。

2 － 5　中間支援組織としての大学の立ち位置（園田）

　園田は、福祉・建築・まちの課題はその場所に即して解決が図られないと効果がないことを指摘し

た上で、課題に取り組む大学・研究者の多様な立ち位置を指摘した。研究者の多くは身近な地域の問

題に取り組んでいるが、園田自身は地方に多くのフィールドを持っている。地方のフィールドの場合、

地域に即した直接的な支援や関係性の維持は（身近な地域と比較して）困難である反面、地縁や関係

のない者が意見交換や提案を行うだけで状況に変化・ムーブメントが起きるということもある。中間

支援組織の立ち位置には、様々な可能性がある。テーマとの関わり方を如何に有効なものとするかが

自身の課題である。

2 － 6　当事者協働の場作り（向谷地）

　向谷地は中間支援の仕組みを理解する手がかりとして「当事者研究」という現場の活動を例示した。

統合失調症で金欠という課題を抱えている者がいれば、同様の課題を抱える者に集まってもらう。金

欠に至る状況や解決に関する互いの経験が共有され「地域福祉権利擁護事業の金銭管理サービスを利

用する」などの提案がなされる。次の日に再度集まり進捗報告がなされる。その場には病気を抱えた

人だけでなく医師やソーシャル・ワーカーも、当事者として対等な立場で関わる。互いに知恵を出し

合い、本人を励ましていく営みである。
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　中間支援は、（当事者協働の場作りを）地域というフィールドで、多様な者たちを巻き込んだ活動

である。地域の解決主体の一つとなり、地域の課題を主体的に担うエネルギーになる必要がある。

3　セッションのまとめと今後の展開

　各スピーカー並びにコメンテーターの発言内容を概観すると、主な論点は①当事者とは誰か、②当

事者と支援者との関係、③支援者としての大学、研究者の関わり方、の三つに集約されると考えられ

る。以下、上記の論点について簡単にまとめを行った後、セッションで話された内容を今後どのよう

に展開するべきかについて考察した。

　このセッションでは、当事者視点に立脚した問題解決のあり方について議論が交わされたが、実際

に具体的な問題を考える時には、どこまでを当事者と捉えるかという問題が生じる。大江は、中西・

上野（2003）の「理想と現状の状態を比較し、両者の乖離に対して不足を感じている者」を引用した。

園田はフィールドに関わる研究者自身も当事者になる可能性を指摘しており、平高も自身の経験から

当事者を取り巻く人々も当事者となりえると捉えている。園田がコメントで述べているように、問題

の切り取り方が研究者にゆだねられている以上、研究者の立場や関心によって当事者の定義が変わる

可能性があり、多くの者が協働して問題解決にあたる際には、共通認識を持つ必要があると思われる。

　二つ目の論点である当事者と支援者との関係性については、主に向谷地と平高が言及した。向谷地

は、これまでの精神障害者に対する支援では、当事者は支援者からの支援を受ける者という序列関係

が存在していたことを指摘し、支援者側が権威化しないことの重要性を訴えている。そして、当事者

自身が持っている問題解決の力を信じ、当事者同士で問題解決を行っていくことの有用性と支援者の

あり方について説いた。平高も当事者は支援を受けるだけの存在ではなく、支援者も支援をしていく

ことを通して学ぶことが多くあり、支援者と当事者は双方向的な関係であると主張していた。

　三つめの支援者としての研究者、大学の関わり方については、大江は三つの形態があると指摘して

いる。それは、①中間支援組織に研究グループ自体がなる、②既存の中間支援組織と研究グループが

一体化する、③既存の中間支援組織を研究グループが支援する、の三種類である。さらに、大学及び

研究者は、どの当事者や関係団体ともフラットな関係を構築するのに適しているとも述べた。また、

園田は研究者や大学が支援を行うには、それに必要な時間や費用も計算する必要があり、実際の支援

を通じて生まれた状況の変化に対してどこまで責任を果たしうるのかという、重要な問題があること

を指摘した。

　近年、患者本位の、利用者本位のといった言葉に代表されるように、ニーズを有する人々を中心に

据えたサービスや政策が重要になってきている。本セッションで示された内容は、これらのことを考

える上でどれも有用な視点を提供するものであったが、特に当事者と支援者は対等であり双方向の関

係にあるという視点は重要であったと思う。これまで支援者が当事者に対して何らかのサービスや技

術、商品などを提供することが支援することだと考えられてきた。しかし、今回のセッションで話さ

れたように、そもそも当事者自身に問題解決能力が備わっており、その力を引き出す環境を整備する

ことも支援であるという視点は、見落とされてきたのではないか。画一化されたサービスや政策では
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対応できない問題については、当事者と支援者がそれぞれ持っている力を出し合いながら、対等な立

場で協働して問題解決にあたるという取り組みが、非常に必要となるだろう。

　もちろん、本セッションで指摘されたように、当事者を支援するということは容易なことではない。

何が問題かを見極め、その問題を抱える当事者をいかに支援するのか、研究者として責任ある関わり

方とは、といったことに関して課題は多い。これらの課題に対する回答は、本セッションのなかでは

時間の制約上十分に語られることはなかったが、いくつかのヒントは既に示されている。総合政策学

の特徴は、問題発見から解決策の仕組みの提案までの一連のプロセスを、螺旋的に発展させていくと

ころにある。初めから適切に問題設定をすることや有用な解決策を提示することは困難である。しか

し、仮説検証のプロセスを研究活動の中で繰り返し行うことで、問題設定の方法や支援のあり方、研

究者としての携わり方を段階的に成熟させていくことができるだろう。

　本 COEプログラムの研究活動を通じて、これらの問題に対して回答を見つけていくことが今後の

課題である。分野は多岐に渡っているが、これまで数多くの実践的な問題解決志向の研究がなされて

きた。上記の課題を模索する視点から、一度これまでの研究をレビューすることも、有用な方法では

ないかと考える。
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大江守之、平高史也「問題解決実践と総合政策学－中間支援組織という場の重要性―」慶應義塾大学

大学院 21世紀 COEプログラム 総合政策学ワーキングペーパーシリーズ 第 82号、2005
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既刊「総合政策学ワーキングペーパー」一覧 *

　
番号 著者 論文タイトル 刊行年月

76 岡部光明 総合政策学の確立に向けて（1）：伝統的「政策」
から社会プログラムへ

2005年 8月

77 岡部光明 総合政策学の確立に向けて（2）：理論的基礎・研
究手法・今後の課題

2005年 8月

78 國領二郎 ネットワークと総合政策学 2005年 8月

79 小島朋之
厳　網林

総合政策学による環境ガバナンスの実践――東ア
ジアにおける環境問題と国際政策協調スキームの
構築――

2005年 8月

80 白井早由里 開発援助政策のマクロ経済学と制度アプローチの
融合――総合政策学によるメソッドの提案――

2005年 8月

81 梅垣理郎 ヒューマンセキュリティと総合政策学 2005年 11月

82 大江守之
平高史也

問題解決実践と総合政策学――中間支援組織とい
う場の重要性――

2005年 11月

83 平高史也 総合政策学としての言語政策 2005年 11月

84 岡部光明 日本企業：進化する行動と構造――総合政策学の
視点から――

2005年 11月

85 白井早由里 中国の人民元改革と変動相場制への転換――経済
政策と為替制度の総合政策学アプローチ――

2006年 2月

86 椎名佳代 
平高史也

異文化間ビジネスコミュニケーションにおける
通訳者の役割――日本語・英語の場合――

2006年 2月

87 Setsuko Aoki Nonproliferation, Arms Control and Disarmament:
Asian Perspective

February 
2006

88 Setsuko Aoki International Legal Cooperation to Combat 
Communicable Diseases: Hope for Global 
Governance? 

February 
2006

89 Moriyuki Oe Problems and Implications of Japan’s 
Aging Society for Future Urban Developments

March
2006

90 石井大一朗
澤岡詩野
舟谷文男
大江守之

北九州市若松大庭方式にみる本人本意に基づく
サービス提供――包括地域ケアシステムの実現に
向けた総合政策学アプローチ――

2006年 3月

*第１号以降の全タイトルは第 100号までの巻末に掲載してあり、それ以降は第 110号、120号など 10号毎に
掲載。各ワーキングペーパーは、当 COE プログラムのウエブサイトにも掲載されており、そこから PDF形式
で全文ダウンロード可能である。冊子版の入手を希望される場合は、電子メールで当プログラムに連絡されたい
（coe2-sec@sfc.keio.ac.jp ）。当プログラムのウエブサイト <http://coe21-policy.sfc.keio.ac.jp/>
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91 岡部光明 金利と日本経済――金融の量的緩和政策の評価と
展望――

2006年 3月

92 鄭　雨宗 EU諸国のエネルギー地域特性に基づく京都目標
へのコミットメント――ヒューマンセキュリティ
に向けた EU諸国の取組み――

2006年 3月

93 青木節子 第一期ブッシュ政権の大量破壊兵器管理政策
にみる「多国間主義」

2006年 3月

94 舘野昌一
深谷昌弘

テクスト意味空間分析法を実現する TextImiの
紹介

2006年 3月

95 秋山　優
深谷昌弘
舘野昌一

構文情報を利用した意見表示モジュールの提案
――総合政策学の新研究手法の開発に向けて――

2006年 3月

96 深谷昌弘
桝田晶子

人々の意味世界から読み解く日本人の自然観 2006年 3月

97 早見　均
小島朋之
王　雪萍

日中友好植林活動の CDM国際認証に向けて：
地球温暖化対策・国際協調のガイドライン
論議における実践的総合政策学

2006年 3月

98 山影　統
小島朋之

日本政府と国内の「人間の安全保障」認識の乖離
――国会の議論を中心に――

2006年 3月

99 重松　淳
伴野崇生
曾　怡華
黃　佳瑩

遠隔会議を取り入れた外国語教育カリキュラムの
問題点――ヒューマンセキュリティへの基盤研究
――

2006年 3月

100 白井　泉
大江守之

高齢者の居住形態に関する人口学的研究：
配偶関係を考慮した所属世帯変動分析と将来推計

2006年 3月

101 白井早由里 東アジアの通貨・金融協力――東アジア共同体と
ヒューマンセキュリティの発展に向けて――

2006年 6月

102 中野智仁
秋山　優
小川美香子
中村健史

総合政策学ワークショップの論点要約（1）：
実践知の学問の確立

2006年 6月

103 渡辺大輔
渡部厚志
伊藤裕一
正司光則

総合政策学ワークショップの論点要約（2）：
フィールドにおけるヒューマンセキュリティ

2006年 6月

104 古城隆雄
石井大一朗
中島民恵子
伴英美子

総合政策学ワークショップの論点要約（3）：
当事者支援による問題解決の仕組みづくり

2006年 6月

105 中林啓修
折田明子
古川園智樹

総合政策学ワークショップの論点要約（4）：
総合政策学のすすめ方

2006年 6月
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106 Sayuri Shirai Financial and Monetary Cooperation in East Asia 
̶Global Governance and Economic Integration̶

June 2006

107 岡部光明
関　晋也

日本における企業M&A（合併および買収）の効
果―経営の安定化と効率化に関する実証分析―

2006年 6月
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「総合政策学ワーキングペーパー」投稿要領
2004年 12月 22日改訂

1.（シリーズの目的）　当ワーキングペーパーシリーズは、文部科学省 21世紀 COEプログラム「日本・アジ
アにおける総合政策学先導拠点――ヒューマンセキュリティの基盤的研究を通して」の趣旨に沿って行われた
研究成果をタイミングよく一般に公開するとともに、それに対して幅広くコメントを求め、議論を深めていく
ことにあります。このため編集委員会は、同プログラム事業推進担当者 30名（以下 COE推進メンバーという。
当 COEウエブページに氏名を掲載）またはその共同研究者等（下記の 4を参照）による積極的な投稿を期待
しています。なお、主として研究論文を集録する当シリーズとは別に、専ら研究資料を集録するために「総合
政策学研究資料シリーズ（Policy and Governance Research Data and Document Series）」を 2004年 6月に新
たに創設しました。当 COEの研究領域や研究内容等はウエブページ（本稿末尾）をご参照ください。

２.（集録論文の性格）　シリーズに集録する論文は、原則として日本語、英語、または中国語で書かれた論文
とします。集録対象は、未発表論文だけでなく、学会報告済み論文、投稿予定論文、研究の中間報告的な論文、
当 COE主催ワークショップ等における報告論文、シリーズの趣旨に合致する既発表論文（リプリント）など、
様々な段階のものを想定していますが、性格的には原則として研究論文といえるものとします。集録論文のテ
ーマは比較的広く設定しますが、上記趣旨に鑑み、原則として総合政策学ないしその方法論、あるいはヒュー
マンセキュリティに関連するものとします。このため、論文主題、論文副題、あるいは論文概要のいずれかに
おいて原則として「総合政策学」または「ヒューマンセキュリティ」という用語のいずれか（または両方）が
入っていることを当シリーズ採録の条件とします。

３.（投稿の方法）　投稿は、論文の文書ファイル（図表等が含まれる場合はそれらも含めて一つのファイルに
したもの）を電子メールによって下記にあてて送信してください。文書ファイルは、原則としてMS-Wordま
たは LaTeXで書かれたものとします。後者による場合には、既刊ワーキングペーパーの様式に準じて作成し
ていただき、そのまま印刷できる様式のもの（camera-ready manuscript）をご提出ください。なお、投稿の締
切り期限は特に設けず、随時受け付けます。

４.（投稿資格）　当 COE推進メンバーおよび慶應義塾大学湘南藤沢キャンパスの専任教員は直接投稿できる
ものとしますが、それ以外の研究協力者（共同研究者あるいは当 COEリサーチアシスタント等）は必ず当
COE推進メンバーを経由して投稿してください。この場合、経由者となる COE推進メンバーは、論文の内容
や形式等を十分に点検するとともに必要な修正を行い、責任が持てる論文にしたうえで提出してください。投
稿論文は、その著者としてＳＦＣ修士課程学生やＳＦＣ学部学生を含む共著論文であってもかまいません（た
だし学部学生は第一著者にはなれません）。著者としてＳＦＣ大学院以外の大学院生を含む場合には、修士課
程学生は第一著者になれず、また博士課程学生も原則として第一著者になれません。研究協力者がＳＦＣの内
部者、外部者のいずれの場合でも、投稿論文の著者（複数著者の場合はそのうち少なくとも１名）は博士課程
在籍中の学生またはそれ以上の研究歴を持つ研究者（当 COE推進メンバーおよび慶應義塾大学湘南藤沢キャ
ンパスの専任教員はこれに含まれる）であることを条件とします。

５.（論文査読の有無）　シリーズの趣旨に鑑み、一般の学術専門誌のような論文査読は行わず、できるだけ幅
広く集録してゆく方針です。ただし、シリーズの趣旨に合致する論文とは言いがたいと編集委員会が判断する
場合には、編集委員会は、１）当該論文の採録を見送る、２）掲載するうえで必要な改訂（体裁その他の点）
を著者にお願いする、３）当シリーズではなく「総合政策学研究資料シリーズ」への採録に回す、などの対応
をとることがあります。編集委員会が投稿原稿を受理した場合、通常 10日以内に必要な改訂の有無を執筆者
に電子メールで直接ご連絡します。なお、集録が決定した場合、鮮明な印刷原紙作成のために図表等の原デー
タ（例えば Photoshop EPSなど）の提出をお願いする場合があります。
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６.（投稿料・原稿執筆料）　投稿料は不要です。一方、原稿執筆料は支払われません。集録論文の著者には当
該ワーキングペーパーを原則として 40部進呈いたします（それ以上の場合も十分対応できますので申し出て
下さい）。

７.（著作権）　ワーキングペーパーの著作権は、当該論文の執筆者に帰属します。

８.（公開方法）　本シリーズに含まれる論文は、編集委員会が統一的な様式に変換したうえで冊子体に印刷し
て公開します（既刊論文をご参照。なお提出原稿にカラー図表等が含まれていても構いませんが、それらは冊
子印刷に際しては全てモノクロとなります）。またウエブ上においても、原則としてすべての論文を PDFファ
イル形式でダウンロード可能なかたちで掲載し、公開します。

９.（原稿執筆要領）　提出原稿の作成にあたっては、次の点に留意してください。
　１）A4版、横書き、各ページ１列組み（２列組みは不可）。
　２）活字サイズは、日本語または中国語の場合 10.5～ 11ポイント、英語の場合 11~12ポイントとする。１
ページあたりの分量は、日本語または中国語の場合１ページ 40字 30行、英語の場合１ページ 30行をそれぞ
れ目安とする。（これら３つの言語以外の言語による場合は適宜読み替える。以下同様。）
　３）タイトルページ（１枚目）には、論題、著者名、著者の所属と肩書き（大学院生に場合には修士課程在
学中か博士課程在学中かを明記のこと）、著者の電子メールアドレスのほか、必要に応じて論文の性格（学会
発表の経緯など）や謝辞を記載。「COEの研究成果である」といえる場合には必ずその旨を記載する。なお、
日本語論文の場合は、論題（メインタイトルおよびサブタイトル）ならびに著者名の英語表示もページ下方に
適宜記載する（当該論文には印刷しないが、英文ワーキングペーパー末尾に付ける既刊一覧表で必要となるた
め）。
　４）その次のページ（２枚目）には、論題、著者名、概要、キーワード（4-6つ程度）を記載。概要は必須とし、
一つのパラグラフで記載する。その長さは 7-12行（日本語論文または中国語論文の場合は 250字 -400字程度、
英文論文の場合は 150語程度）を目安とし、単に論文の構成を記述するのではなく分析手法や主な結論など内
容面での要約も必ず記述する。なお、中国語論文の場合の概要は、中国語に加え、英語または日本語でも付け
ること。
　５）本文は、その次のページ（３枚目）から始める。
　６）タイトルページを第１ページとし、論文全体に通しページ（下方中央）を付ける。
　７）注は、論文全体として通し番号をつけ、該当ページの下方に記載する（論文の最後にまとめて記載する
のではなく）。
　８）図と表は区別し、それぞれ必ずタイトルをつける。またそれぞれ通し番号をつける。それぞれの挿入箇
所を明示する（図表自体は論文末尾に一括添付する）か、あるいは本文中に直接はめ込むか、いずれでもよい。
　９）引用文献は、本文の最後にまとめて記載する。その場合、日本語文献、外国語文献の順。日本語文献は「あ
いうえお」順、外国語文献は「アルファベット」順。
　10）文献リストには、引用した文献のみを記載し、引用しなかった文献は記載しない。
　11）論文の長さは、特に制約を設けないが、研究論文として最も一般的な長さと考えられるもの（本文が
15-30ページ程度）を目安とする。

10.（投稿要領の改訂）　投稿要領の最新時点のものは、随時、当 COEのウエブページに掲載します。

　論文の投稿先：　coe2-wp@sfc.keio.ac.jp

　論文冊子の入手その他：　coe2-sec@sfc.keio.ac.jp

　論文の PDF版（COEウエブページ）：　http://coe21-policy.sfc.keio.ac.jp/

　ワーキングペーパーシリーズ編集委員：　岡部光明（編集幹事）、梅垣理郎、駒井正晶


